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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ チケット取扱高には、消費税等が含まれております。 

２ 営業収入には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

４ 当社は、第14期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、第12期中間会計期間及び第13期中間会

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

５ 営業収入にはチケット取扱高を計上せず、チケット販売受取手数料、チケットシステム使用料収入及び雑誌

広告掲載料収入他を計上しております。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

７ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

８ 従業員数は、就業人員であり、契約社員(１日勤務時間８時間)及び準社員(１日勤務時間７時間)を含みま

す。 

９ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期中平均人員（１日８時間換算）であります。 

第一部 【企業情報】

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

チケット取扱高 (千円) － － 27,320,683 45,870,982 51,966,047

営業収入 (千円) － － 3,198,861 6,217,825 6,288,405

経常利益 (千円) － － 430,712 618,986 699,989

中間(当期)純利益 (千円) － － 258,778 387,144 411,330

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) － － 2,892,575 2,626,950 2,892,575

発行済株式総数 (株) － － 55,000 50,000 55,000

純資産額 (千円) － － 5,270,133 3,918,367 5,011,155

総資産額 (千円) － － 15,393,627 11,405,167 11,927,835

１株当たり純資産額 (円) － － 95,820.61 78,367.34 91,111.92

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) － － 4,705.07 9,386.68 7,941.50

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) － － － － －

１株当たり 
中間(年間)配当額

(円) － － 500.00 － －

自己資本比率 (％) － － 34.2 34.4 42.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － 3,516,057 523,514 918,045

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － △4,307,262 △477,982 △171,784

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － － 1,548,400 681,500

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) － － 8,429,100 7,792,544 9,220,305

従業員数 
（ほか、平均臨時 
雇用者数）

(名) － －
147
(14)

147
141
（10)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であり、契約社員（１日勤務時間８時間）及び準社員（１日勤務時間７時間）を含み

ます。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期中平均人員（１日８時間換算）であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社には労働組合はありません。また、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名)
147
(14)



第２ 【事業の状況】 

当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る本半期報告書は、最初に提出するも

のでありますので、「企業内容等開示ガイドライン」24の５―４の規定により、前年同期との対比は行って

おりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景にして、設備投資が引続き増加し、雇用・所

得環境の改善にともない個人消費が底堅さを増すなど、景気の「踊り場」を脱却し緩やかな回復基調へ

移行する兆しが見られるようになりました。 

このような状況の中で当社は、「社内情報の共有化による意思統一」及び「社内情報の一元管理」を

目的とした社内情報ネットワークを構築するために、全オフィスへのネットワーク環境の整備を完了

し、社内情報の全社共有化を進めてまいりました。また、お客様からのお電話によるさまざまなお問合

せ対応に関して、より多くのお問合せにより迅速にお答えできる体制作りを着実に進めるなど、当社を

ご利用されるお客様のＣＳ（お客様満足）向上にも取組んでまいりました。なお、新規事業への取組み

を強化し事業フレームの早期確立を図るため、専管部署を新設する組織変更を実施いたしました。 

営業面におきましては、「チケット＋α」事業としまして「チケット＋旅行」では、昨年の「長渕剛

桜島オールナイトコンサート ２００４.８.２１」に類する大型公演がない状況の中で、ジャンルにこ

だわることなく取扱公演数の増加に取組んでまいりました。また、フルキャストスタジアム宮城で行わ

れる楽天イーグルス主催試合の観戦チケット販売において、「おサイフケータイ」を利用した電子チケ

ットの実証実験に参加し、今後の取組みに向けたノウハウの蓄積に努めました。一方、アーティスト育

成支援の一環として株式会社ワーナーミュージック・ジャパンとともに実施いたしました、新人アーテ

ィスト発掘オーディション“ＣＯＭＥ ＴＯ ＭＡＪＯＲ”では、平成17年５月に優勝者を決定し、今秋

のデビューに向けての支援を行っており、当社が出資する年末公開予定映画のオープニング・テーマを

担当することも決定しております。なお、第２弾として、平成17年９月から日本クラウン株式会社とと

もに“ＣＯＭＥ ＴＯ ＭＡＪＯＲ '05-'06 ”を実施いたします。 

チケット販売事業におきましては、チケット取扱高が273億円となり、誠に遺憾ながら前中間期実績

を下回る結果となってしまいました。なお、主なジャンル別の状況につきましては、コンサートでは

「ＥＸＩＬＥ ＬＩＶＥ ＴＯＵＲ ２００５」、「Ｇａｃｋｔ Ｌｉｖｅ Ｔｏｕｒ ２００５ ＤＩＡＢ

ＯＬＯＳ～哀婉の詩～」などの大型公演の独占先行販売などを行いましたものの、当初見込んでおりま

したその他の大型公演の販売時期等が下期にずれ込んでしまったことなどにより、チケット取扱高を大

幅に引下げることとなってしまいました。演劇では「アレグリア２」、「筋肉（マッスル）ミュージカ

ル」、「ミュージカル『テニスの王子様』Ｔｈｅ Ｉｍｐｅｒｉａｌ Ｍａｔｃｈ 氷帝学園」等の販売

が好調に推移する一方、高年齢層のお客様に支持いただける公演の取込とオペレーターによる電話受付

けの充実に努めてまいりました結果、引続き取扱高を拡大させることができました。スポーツでは、今

中間期からプロ野球全１２球団のチケット販売が可能となったことや、「チケット＋ＤＶＤ」・「チケ

ット＋旅行」販売も行っています「ＲＡＬＬＹ ＪＡＰＡＮ２００５」のチケット販売が好調に推移し

ていることなどにより、引続き取扱高を拡大させることができました。 

これらの結果、チケット販売事業における営業収入につきましては2,284,937千円となりました。 

その他事業におきましては、雑誌広告収入の減少傾向も底入れとなり、ローソン店内放送の楽曲販売



や当社モバイルサイトでのバナー広告販売を開始するなど、新たな試みにも取組んでまいりました。

また、アーティスト関連グッズ販売におきましては、当社が企画段階より参画し平成17年７月に創刊さ

れ全国の郵便局へ毎月設置されている、写真付き切手を中心にした物販の無料情報誌「エンタメポス

ト」での販売を開始するなど、自主企画商品の拡大を図るとともに販売チャネルの拡大にも取組んでま

いりました。さらに、既存ビジネスの拡大や新規ビジネスの構築に繋げることを目的に映画制作への出

資を開始し、さまざまな可能性を模索中であります。これらの結果、その他事業における営業収入につ

きましては、913,923千円となりました。 

以上の結果、当中間期の営業収入は、3,198,861千円となりました。経常利益につきましては、原価

の削減に努めましたもののシステム関連費用等の増加により、430,712千円となり、中間純利益は

258,778千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、8,429,100千円となりました。当

中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は3,516,057千円となりました。これは主に、税引前中間純利益が

430,134千円となり、チケット販売等に係る営業未払金及び預り金が増加したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は4,307,262千円となりました。これは主に、資金運用による有価証

券及び投資有価証券の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において財務活動によるキャッシュ・フローは発生しておりません。 

  



２ 【販売の状況】 

販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業の種類別に示すと、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ チケット販売収入は、チケット販売受取手数料、チケットシステム使用料収入等であり、その他の収入は雑

誌広告掲載料収入、アーティスト関連グッズ販売収入等であります。 

３ 主な相手先別販売実績及び当該販売実績の総販売実績合計に占める割合は以下のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

事業の種類

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

営業収入(千円)

チケット販売収入 2,284,937

その他の収入 913,923

合計 3,198,861

相手先

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

金額(千円) 割合(％)

株式会社ローソン 569,945 17.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあ

りません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 136,000

計 136,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月11日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 55,000 55,000
ジャスダック
証券取引所

－

計 55,000 55,000 － －

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年８月31日 － 55,000 － 2,892,575 － 1,342,825



(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

 
(注) １ 上記株式のほか、証券保管振替機構名義の株式が401株あります。 

２ 株式会社ウエスには、上記株式400株に加え、名義書換未了株式400株が存在しており、これが同社に帰属す

る可能性があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ローソン 大阪府吹田市豊津町９番１号 27,920 50.76

楽天株式会社 東京都港区六本木六丁目10番１号 9,800 17.81

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 2,300 4.18

ユービーエスエイジーロンドン
アジアエクイティーズ
(常任代理人 ＵＢＳ証券会社)

1 FINSBURY AVENUE, LONDON EC2M 2PP
(東京都千代田区大手町一丁目５番１号)

913 1.66

株式会社ビッグイヤーアンツ 福岡県福岡市中央区薬院二丁目10番10号 800 1.45

株式会社ジー・アイ・ピー 宮城県仙台市青葉区春日町６番15号 800 1.45

株式会社ディスクガレージ 東京都目黒区下目黒二丁目19番３号 800 1.45

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町一丁目１番１号 470 0.85

株式会社ウエス
北海道札幌市西区二十四軒四条五丁目
５番21号

400 0.72

ローソンチケット従業員持株会 東京都渋谷区神南一丁目19番４号 283 0.51

計 ― 44,486 80.88



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が401株(議決権401個)含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,000 55,000
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

端株 － － －

発行済株式総数 55,000 － －

総株主の議決権 － 55,000 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 252,000 257,000 238,000 233,000 217,000 209,000

最低(円) 230,000 220,000 203,000 210,000 207,000 191,000



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、以下のとおりであり

ます。 

  
役職の異動 

  

 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長兼経営戦略室長 代表取締役社長 岡 田   稔 平成17年10月１日

代表取締役副社長兼販売管理本部長
代表取締役副社長兼
コーポレート管掌兼管理管掌

清 田   滋 平成17年10月１日

取締役総務本部長 取締役コーポレート室長 和 田 憲 一 平成17年10月１日

取締役財務経理本部長 取締役管理本部長 小 山   誠 平成17年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る本半期報告書は、最初に提出す

るものでありますので、「企業内容等開示ガイドライン」24の５―４の規定により、前年同期との対比

は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月

31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末

(平成17年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 8,429,100 9,220,305

２ 営業未収入金 2,026,438 1,881,081

３ 有価証券 3,384,784 －

４ 商品 9,052 1,813

５ 制作品 2,303 2,787

６ その他 122,822 188,404

貸倒引当金 △329 △397

流動資産合計 13,974,173 90.8 11,293,995 94.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 119,200 130,529

２ 無形固定資産 362,056 386,747

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 801,062 224

(2) その他 137,135 116,338

投資その他の資産合計 938,197 116,562

固定資産合計 1,419,453 9.2 633,840 5.3

資産合計 15,393,627 100.0 11,927,835 100.0



 
  

当中間会計期間末

(平成17年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 営業未払金 7,093,569 5,715,172

２ 未払金 286,342 269,374

３ 未払法人税等 186,678 206,028

４ 預り金 2,284,354 451,748

５ 引当金 45,728 62,459

６ その他 135,326 136,268

流動負債合計 10,031,999 65.2 6,841,050 57.4

Ⅱ 固定負債

１ 引当金 63,769 53,640

２ その他 27,725 21,989

固定負債合計 91,494 0.6 75,629 0.6

負債合計 10,123,493 65.8 6,916,680 58.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,892,575 18.8 2,892,575 24.2

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 1,342,825 1,342,825

資本剰余金合計 1,342,825 8.7 1,342,825 11.3

Ⅲ 利益剰余金

中間(当期)未処分利益 1,034,551 775,772

利益剰余金合計 1,034,551 6.7 775,772 6.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 182 0.0 △ 17 △0.0

資本合計 5,270,133 34.2 5,011,155 42.0

負債資本合計 15,393,627 100.0 11,927,835 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収入 3,198,861 100.0 6,288,405 100.0

Ⅱ 営業原価 1,623,953 50.8 3,296,830 52.4

営業総利益 1,574,908 49.2 2,991,575 47.6

 返品調整引当金戻入額 245 0.0 － －

 返品調整引当金繰入額 － － 362 0.0

差引営業総利益 1,575,153 49.2 2,991,213 47.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,152,703 36.0 2,270,410 36.1

営業利益 422,449 13.2 720,803 11.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 10,342 0.3 12,515 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 2,079 0.0 33,329 0.5

経常利益 430,712 13.5 699,989 11.1

Ⅵ 特別利益 68 0.0 558 0.0

Ⅶ 特別損失 645 0.0 98 0.0

税引前中間(当期)純利益 430,134 13.5 700,449 11.1

法人税、住民税 
及び事業税

176,000 326,000

法人税等調整額 △4,644 171,356 5.4 △36,881 289,119 4.6

中間(当期)純利益 258,778 8.1 411,330 6.5

前期繰越利益 775,772 364,442

中間(当期)未処分利益 1,034,551 775,772



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間(当期)純利益 430,134 700,449

減価償却費 108,637 196,417 

固定資産除却損 645 98 

貸倒引当金の減少額 △68 △876

営業未収入金の減少額(△増加額) △145,357 998,547 

営業未払金の増加額 1,378,397 50,168 

預り金の増加額(△減少額) 1,832,606 △737,479

その他(純額) 114,026 △84,614

小計 3,719,022 1,122,711 

利息及び配当金の受取額 385 96 

法人税等の支払額 △203,350 △204,762

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,516,057 918,045 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の増加額 △3,387,758 －

固定資産の取得による支出 △106,644 △170,815

投資有価証券の取得による支出 △799,925 －

その他(純額) △12,934 △969

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,307,262 △171,784

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 － 681,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー － 681,500 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △791,204 1,427,760 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 9,220,305 7,792,544 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 8,429,100 9,220,305 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

(1) 時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用して

おります。

その他有価証券

(1) 時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。

(2) 時価のないもの

   移動平均法による原価法を採用

しております。

   なお、有価証券のうち、「取得

価額」と「債券金額」との差額が

金利の調整と認められるものにつ

いては償却原価法（定額法）を採

用しております。

(2)                  

 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

   先入先出法による原価法を採用

しております。

(1) 商品

同左

(2) 制作品

   先入先出法による原価法を採用

しております。

(2) 制作品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は、建物10

～18年、工具器具備品５～15年で

あります。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

   自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年以内)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用 

   定額法によっております。

(3) 長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法               新株発行費

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権は

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員への賞与支給に備えるた

め、支給見込額の当中間会計期間

に負担すべき金額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

   従業員への賞与支給に備えるた

め、支給見込額の当事業年度に負

担すべき金額を計上しておりま

す。



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

(3) 返品調整引当金

   制作品の返品による損失に備え

るため、返品率等を勘案し、将来

の返品にともなう損失見込額を計

上しております。

(3) 返品調整引当金

同左

(4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務に基づき計上しており

ます。

(4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務に基づき計上しておりま

す。

(5) 役員退職慰労引当金

   役員への退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

   役員への退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左

８ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

同左

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指
針第６号）を早期適用しております。これによる損益へ
の影響額はありません。

             



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成17年８月31日)

前事業年度末
(平成17年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

165,328千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

144,443千円

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

※１ 営業外収益の主要項目

債務整理益 8,178千円

※１ 営業外収益の主要項目

債務整理益 11,956千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

事務所移転関連費用 1,612千円

※２ 営業外費用の主要項目

株式公開関連費用
新株発行費

27,399千円
3,955千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 22,369千円

無形固定資産 86,267千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 51,454千円

無形固定資産 144,962千円

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,429,100千円

現金及び現金同等物 8,429,100千円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 9,220,305千円

現金及び現金同等物 9,220,305千円



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具備品 1,214,020 868,196 345,824

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具器具備品 1,232,019 765,276 466,742

２ 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 247,143千円

１年超 110,294千円

合計 357,437千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 246,212千円

１年超 234,055千円

合計 480,267千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 126,813千円

減価償却費相当額 120,918千円

支払利息相当額 3,982千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 297,786千円

減価償却費相当額 283,645千円

支払利息相当額 13,674千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前事業年度末(平成17年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

当中間会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

区 分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 241 208 △33

(2) 債券

    社債 1,302,159 1,302,879 719

   その他 1,383,543 1,383,162 △381

計 2,685,943 2,686,249 305

区 分
中間貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 コマーシャル・ペーパー 1,499,597

計 1,499,597

区 分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 241 224 △17

計 241 224 △17



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

平成17年10月12日開催の取締役会において、当社定款第34条の規定に基づき、平成17年８月31日現在

の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、第14期（平成17

年３月１日から平成18年２月28日まで）の中間配当（商法第293条ノ５に基づく金銭の分配）を以下の

とおり行なうことを決議いたしました。 

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 95,820円61銭 91,111円92銭

１株当たり中間(当期)純利益 4,705円07銭 7,941円50銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

項 目
当中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利益   (千円) 258,778 411,330

普通株主に帰属しない金額        (千円) － －

普通株式に係る中間(当期)純利益     (千円) 258,778 411,330

普通株式の期中平均株式数        (株) 55,000 51,795

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

（お客様情報の誤表示及び運営サイト一時閉鎖につい
て）
 平成17年９月30日より会員のお客様が当社の運営する
サイトにアクセスしている最中に、お客様本人と異なる
別の氏名、電話番号、メールアドレス等が画面に表示さ
れるとのお問合せが寄せられました。そのため、当社が
運営するＷｅｂサイト及びモバイルサイトを平成17年10
月24日より一時閉鎖し、徹底した原因究明に向けたシス
テム調査とシステム改修作業を行っております。
 なお、本件は今後の業績に影響を与える可能性があり
ますが、現時点では、本件に起因する損失、システム改
修に要する費用、今後の営業活動等に及ぼす影響などは
不明であります。

             

① 中間配当金の総額 27,500,000円

② １株当たり中間配当金 500円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年11月11日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、以下の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第13期)

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日

平成17年５月25日 
関東財務局長に提出

(2)
有価証券報告書の 
訂正報告書

上記有価証券報告書の訂正報告書
平成17年５月30日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社ローソンチケット 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ローソンチケットの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第14期事業年度の中間会

計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ローソンチケットの平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  
  

 
  

平成17年11月10日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  宮  俊  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  誠  司  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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